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2019 年 1 月 14 日に行われた第１８回「子どもの豊かな育ちと読書の喜びを 学校図書館・公共

図書館の充実を求めるつどい」での記念講演の内容を編集部責任で書き起こし、前号から引き

続き、今号で講演後半を掲載いたします。 
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日本国憲法制定から 70 年経っていますか

ら、私はよくする意味で見直してもいいと思

います。私は日本国憲法でまだ旧憲法の考え

方を引きずっていると思うところがあるわけ

です。 

 とくに人権保障の規定に関しては、国籍を

過度に重視している。日本国憲法第三章の表

題は「第三章 国民の権利及び義務」と書い

てあるわけです。 

これは、大日本国憲法の第二章が「臣民権

利義務」という表題だったのを引きずってい

るのです。国籍があるか、ないかを問題にし

ているわけです。第三章、最初の条文は第 10

条ですけれども、第 10 条は国籍に関する条

文です。「日本国民たる要件は、法律をもって

これを定める」という条文が、いきなり最初

に出てくるわけです。その後、「すべて国民は

…」という人権規定が並んでいるわけです。 

教育を受ける権利もそうです。第 26条は「す

べて国民は、法律の定めるところにより、能

力に応じて等しく教育を受ける権利を有する」

とあり、第 2項も「すべて国民は、法律の定

めるところにより、その保護する子女に普通

教育を受けさせる義務を負う」というふうに、

「国民は…」「国民は…」となっていて、国民

にしか基本的人権がないかのように読み取れ

てしまう。これは非常に問題だと私は思って

います。 

それから、「国民の権利及び義務」とあり、

義務まで書いてありますが、この義務は書か

なくていいです、憲法は。憲法で義務を負わ

されているのは国ですから、国の義務という

のはちゃんと書く必要はあります。 

義務教育の規定についてもそうです。義務

教育の規定は、「すべて国民は、その保護する

子女に普通教育を受けさせる義務を負う」と

あります。確かに保護者は子どもに対して、

ちゃんとした教育の機会を保障する義務は負

っていますが、それは憲法に書かなくてもい

いのです。これは教育基本法、あるいはほか

の法律に書けばいいことであって、憲法はそ

うではなくて、国に対して義務を負わせる条

文でなければいけない。義務教育の規定につ

いては、私は書き直したほうがいいと思って
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います。第26条の第2項、「すべて国民は…」

ではなくて、「国は…」というふうに書き直し

て、「国は…の義務を負う」というふうに書き

直したほうがいい。 

義務教育の「義務」というのは、本当は国

が負っている義務であり、それはどういうも

のかと言えば、「国は、すべての人に…」、つ

まり在日の人も、外国人も含めてという意味

で、「国は全ての人に無償で普通教育の機会を

保障する義務を負う」というふうに書き直し

たほうがいいです。 

 ですから、「義務教育」という言葉は使わな

いほうがいい。これは非常に誤解を生みやす

い言葉で、「子どもが学校に行くのは義務だ」

というふうに言われてしまう。子どもは学校

に行く義務はないです。 

 確かに法律は親に、あるいは保護者に対し

て、子どもを学校に通わせる義務を負わせて

いますけれども、それも無理矢理、首に縄を

付けて引っ張っていけと言っているわけでは

ない。「通えるようにしてあげなさい」と言っ

ているだけなのです。学校に通うことを妨げ

てはいけないと、促しなさいという程度の意

味です。 

 不登校の子どもに対して、子どもが学校に

行かないことに対して親が負い目を感じるこ

とはないのです。義務違反とはなりません。

義務という言葉は、非常に誤解を生みやすい

言葉です。戦前の義務は確かに徴兵の義務と

同じように国民の国家に対する義務というふ

うに考えられていたわけです。「お国のために

役に立つ人間であることが義務なんだ」とい

う考え方であったわけです。逆に言うと「お

国ために役に立つ見込みのない人間は学校に

来るな」という話で、それが就学免除という

制度で、今もあります。私は今も就学免除と

いう制度があることはおかしいと思う。しか

も就学免除は、保護者が「就学免除願い」と

いう書類まで書かされるという、こんな不当

な話はないです。子どもたちの普通教育の機

会は否定され、保障されない状態になってい

ることはおかしいことであり倒錯しています。

文部科学省も教育委員会も就学免除ですませ

てはいけない。 

私は義務教育を廃止してしまい、「無償普通

教育」と言い換えたほうがいいと思う。無償

普通教育はすべての人の権利であり、それを

保障することが国の義務である、というふう

に考える。そうすると普通教育の保障という

部分においても、国は義務を果たしていない

ではないか。そこからこぼれ落ちている人は

たくさんいるということが見えてくるわけで

す。現に 13 万人の子どもたちが不登校にな

っています。あるいは試算によれば百数十万

人にいるという義務教育未修了者がこの国で

暮らしておられるわけです。 

私は厚木の自主夜間中学「あつぎ えんぴつ

の会」というところでボランティアスタッフ

を 2年ほどやっています。そこで出会った日

本国籍をもった日本人の70代の男性ですが、

「1 日たりとも学校に行ったことがない」と

言われた。この方は戦後の新制度のもとで幼

少期を過ごされているわけです。幼い頃にご

両親が亡くなり、親戚かに引き取られたので

16



月刊自治労連デジタルＨＰ 

2019年 4月 27日 

 

すが、そこで学校に行かせてもらえず、水く

み、薪割り等の家事労働をさせられ、大きく

なってから炭鉱で働き、炭鉱が閉鎖になった

ので都会に出てきたということです。「あつぎ 

えんぴつの会」に来るまではえんぴつを持っ

たことがなかった。文字の読み書きができな

かったわけですが、この会に来て文字が読め

るようになった。 

私がついていっしょに勉強したときには、

小学校 1年、2年程度の漢字の勉強をして今

した。あるときにお茶のペットボトルを持っ

てきて、「ここに書いてある漢字を書きたい」

とおっしゃったのですね。それを見ると「綾

鷹」と書いてある。「この漢字、難しいですよ」

と言いましたが、大変でした。 

漢字を初めて勉強する人にとって、縦と横

の真っすぐな線だけでできている「田」や「国」

という漢字は書きやすいです。ところが斜め

の線が入ってくるとものすごく書きにくくな

ってくる。「綾鷹」は斜めの線がたくさん入っ

ている漢字です。まず糸へんから書くのです

が、糸へんを勉強するには糸という字を勉強

しなくてはいけない。糸という字が斜めだら

けです。なんとか糸が書けたところで今後は

糸を左側半分に細長く書くことが、これがま

た難しい。どうしてもどんどんと右側にはみ

出てくる。そして土を書いていき、なんとか

書き順も覚えて、「綾」という難しい字が書け

るようになったんですが、マス目を２つ使っ

た横長の漢字になるのです。そして「鷹」は

縦長になるのです。鷹という字はまだれから

始まり、まだれを書いて、一マス中に収まる

ように書こうとしても、どんどんと下に書い

ていって、どうしてもこれはマスを２つ使っ

てしまうのです。それでもいいんです。この

方が綾も鷹も書けるようになって、「こんな難

しい感じが書けるようになった」ということ

が達成感のあることだったんです。 

話が脱線しましたが、何が言いたかったと

言えば、憲法は変えてもいい。しかしそれは

いい方に変えるのであって、人類の 70 年進

歩の成果を入れこんでいく。また、環境問題

は人類不滅の問題ですから、今で言えば国連

のSDGsなどに宣言されているようなものは、

日本国憲法に採り入れる努力をしたほうがい

いと思う。あるいは性的マイノリティの人権

といったものは、1946年の段階では意識され

ていなかったわけです。しかし、その後の各

国のつくられた憲法の中には、性的マイノリ

ティの人権をきちんと書き込まれた憲法もつ

くられています。 

1996 年にできた南アフリカ共和国の憲法

ですが、私はたまたまユネスコの会議でこの

憲法起草委員会の委員を務めた人に出会った

ことがあります。この方が言われたのは、起

草委員会は最初に何をやったかと言えば、世

界中の憲法を取り寄せて比較検討したと言わ

れていました。まさに人類の多年にわたる努

力の成果というものを全部勉強し直したので

す。その中には当然、1946年の日本国憲法も

入っていたわけで、9 条のこともよく知って

おられました。世界中の憲法のいいところを

採り入れて、それで追いついてないところは

新たに付け加えたわけです。 

南アフリカの憲法は環境権も入っています、

水に対する権利もあるのです。水に対する権

利というのは、私は今の日本国憲法に書いて

もいいと思います。今、水に対する権利が危

うくなっています。日本人は、水は川、山な

どどこにもあるという安心感をもっているよ

うですが、そう安心していられない。最低限

の生存権の上限である水に対するアクセス権
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利を奪われてしまっている人たちが地球上に

存在している。南アフリカ共和国の憲法にな

らって、水に対する権利を人権として書いて

もいいかもしれない。 

また、南アフリカ憲法は、性的少数者に対

する差別禁止規定をもっているのです。日本

国憲法第 14 条で性別による差別は禁止して

いますが、南アフリカ憲法は、その性別には

社会的な性別（ジェンダー）と、性別的な性

別（セックス）とあると書き分けてあり、そ

して、いずれの場合も差別してはいけないと

書かれています。またジェンダーの中にはト

ランスジェンダーなどもあり、さまざまな多

様性のあるジェンダーに対して差別してはい

けない。それからセクシャルオリエンテーシ

ョン、性的指向による差別を禁止するという

ことも明文化されています。こういうふうに

進化していくわけです。 

ですから憲法改正のことを本気で考えるの

であれば、これは国民的議論がもちろんなけ

ればいけませんが、そのときには世界中の、

とくに日本国憲法ができたあとにつくられた

憲法を勉強する必要があると思います。その

中には当然南アフリカ憲法も入ってくると思

います。 

憲法と現実の政治が憲法においついている

かどうかは別問題です。南アフリカの政治が、

南アフリカ憲法が理想とする状態になってい

るかどうかというのは、そこは定かではあり

ません。おそらくあちこちに至らないところ

はあると思います。日本国憲法にも至らない

ところがたくさんあります。憲法 26 条にあ

る等しく教育を受ける権利を有するという教

育の機会均等にしても、無償普通教育を保障

するという義務教育の規定にしてもことも、

漏れがたくさんあり私の感覚では 70％ぐら

いしか実現していません。 

 

コミュニティ・スクールの可能性 

 コミュニティ・スクールというのは、これ

からの学校として可能性があると私は思って

おります。この制度は 2004 年にできた制度

ですが、ちょうど私はそのときに文部科学省

で初等中等教育企画課の担当の課長でした。 

 森喜朗さんが総理のときに教育改革国民会

議という報告の中にコミュニティ・スクール

の議論が書き込まれました。最初に出てきた

発想は、住民自治のような考え方ではなかっ

た。アメリカのチャータースクールのような

ものをイメージしていた。誰もが好き勝手に

学校をつくってもいいのだという考え方で、

学校教育を自由市場に任させていこうという

方向性を含んでいた議論でした。 

 教育改革国民会議の委員であった金子郁容

さんが中心になってコミュニティ・スクール

を打ち出したのですが、そのときにかなり含

みこんでいた新自由主義的な考え方を文部科

学省で削ぎ落としていきまして、住民参加的

な要素を入れて、コミュニティ・スクールと

いう仕組みにもってきた。 

 私はこのコミュニティ・スクールという仕

組みは、学校教育における住民参加・住民自

治だと思っています。もちろん、教育委員も

そうですが、コミュニティ・スクールの委員

も公選制ではない。そういう意味で住民の代

表者だと言えるかと言えば、そこは距離があ

るのは事実です。しかし、学校の当事者であ

る教職員、保護者や地域住民、さらには生徒

も入ってもいい。私はぜひとも生徒を入れる

べきだと思う。オブザーバーみたいな形で生

徒会・会長などを入れているケースはかなり

あると思いますが、私は小学校であっても、
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当事者である小学校の児童会・会長が学校運

営協議会のリーダーでもいい。しかも「子ど

もの権利条約」で意見表明権を認められてい

るわけですから、私は意見表明権のある子ど

もたちの代表を、学校運営協議会の委員に入

れたい。 

コミュニティ・スクールというのはこうい

う合議体を置いて、その中でコンセンサスを

つくり、学校の運営を決めていくという考え

方です。 

教育委員会制度もそうですし、学校運営協

議会制度もそうですが、教育行政や学校の管

理運営とかという機能は、一人の人間の独断

に任せると危ない。やはり合議体でなければ

いけない。合議でコンセンサスをつくりなが

ら運営していくことが非常に大事なことです。

一人の人間に権力を与えてしまうととんでも

ない方向にいってしまう危険性が出てくるわ

けです。これを話し合って決めていくことに

よって、独断の方向にいく危険性が大幅に縮

小されるわけです。そういう意味で教育委員

会制度も大事ですし、コミュニティ・スクー

ルというシステムは非常に大事だと思います。 

本当は教育委員会がもっと機能しないとい

けないのです。教育委員会が本当の意味で住

民参加の場になっているか、それがかなり怪

しくなっているわけです。 

とくに 2014 年に教育委員会制度の大きな

「改正」があり、忸怩たる思いをもったので

すが、首長さんの発言権が強まったのです。

市町村長の中には教育の内容に関与したいと

いう人がたくさんいる。とくに教科書の採択

などは自分の思う教科書を採択したくてしょ

うがないという市町村長がいるわけです。 

この人たちが教育再生首長会議というのを

つくり、私はこの会議に何度も呼び出され、

「教育委員会改正で市町村長が教科書採択に

際して一定の権限をもつことができる」とい

うことを随分言われました。それに対して、

「この制度改正のあとでも首長にはなんの権

限もありません」と言い続けてきました。 

教科書採択の権限は、14年度改正後の法律

条項でも、あくまでも教育委員会の権限で、

教育委員会が合議で決めるということになっ

ている。首長は本来、何の発言権もないです。

総合教育会議という首長と教育委員会が一緒

になってする会議がつくられましたが、この

総合教育会議を確かに主催するのは首長です

が、しかし、合議体として１つの意思決定を

する機関ではありません。首長と教育委員会

の協議の場でしかない。意思決定はあくまで

も首長の権限に基づくものは、首長が、教育

委員会の権限に基づくものは、教育委員会が

意思決定するものであり、別々の意思決定で

す。 

別々の意思決定をする２つの執行機関が協

議をする場が総合教育会議だということです。

教育の内容にかかわることについて、首長が

首をつっこんではいけないのだという建前は

残っているのですが、それを乗り越えようと

する人がたくさんいて、これは非常に危ない

ことです。さきほど申し上げた教育の自主性

が政治的に侵されてしまう危険性が高まった

ということです。 

確かに教育委員会制度についてももう一度

ちゃんと住民自治の考え方で見直していくこ

とが必要だと思います。現在できることとし

ては、条例で教育委員の数を増やすことです。

条例でさえ決めれば教育委員を５人ではなく

て６人、７人、８人、あるいは 10 人にする

こともできるので、私は 10 人ぐらいまで増

やしたほうがいいと思う。それでいろんな住
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民に入ってもらうために、例えば 3分の１は

公募制にする。私は昔、中野区でやっていた

ように準公選制のようなものをやってもかま

わないと思う。そういう形で民意ができるだ

け反映できるような工夫を、今の教育委員会

制度のもとでやろうと思えばできる。 

それとは別に学校レベルでの民意を反映さ

せる場として、コミュニティ・スクールは今

後、活用できる仕組みではないかと思う。コ

ミュニティ・スクールという仕組みは、本来

的には学校の運営に地域住民が参加するとい

うものです。この学校運営に地域住民が参画

するということについて、学校側、あるいは

教育委員会側には、相当警戒心があるわけで

す。 

学校運営協議会は教職員の人事についても

意見が言えるということになっている。人事

について口を出されて、「あの先生はダメ先生

らしいから早く外してくれ」となったら困る。 

モンスターペアレントと言われる人がいて、

先生たちはさんざん悩まされている。もし学

校運営協議会できるとモンスターペアレント

が跳梁跋扈するのではないかと心配する先生

方もいるんじゃないかと思う。しかし、まっ

とうな保護者や地域住民の人たちの力を借り

ると私は、モンスターペアレント対策にもな

ると思う。理不尽なことを言ってくる人たち

に対して、まともに考えている人たちがそれ

を制止してくれるということが起こると思う。

私は地域や保護者の力を信じて、それを学校

の運営に採り入れるという努力をすれば、む

しろモンスターペアレント問題は解決する方

向に向くのではないかと思う。 

しかしですね、人事を含む学校運営につい

てだけ意見を言う形ですと、うまくいかない

と思う。私はこのコミュニティ・スクールと

いう仕組みはむしろまずは学校支援ボランテ

ィアのようなものをすすめていく。地域の人

や保護者の人たちが学校の教育活動に協力す

るという活動を地道に広げていくというとこ

ろから始めたらいいと思う。 

制度上のコミュニティ・スクール、つまり

学校運営協議会制度というのは、学校運営に

保護者や地域住民が参画するという仕組みで

す。学校の教育活動に地域の人たちや保護者

が協力するというのは、これはコミュニテ

ィ・スクール制度ではなくて、かつて学校支

援地域本部という事業の中で進めてきたもの

で、今は地域学校協働本部という言い方をし

ています。地域の人たちが学校といっしょに

なって子どもたちのためにさまざまな教育活

動に加わっていく。私はこちらに方が大事だ

と思っていて、こちらのほうを進めていくこ

とによって、学校と地域、学校と保護者の垣

根が低くなる。お互いの信頼関係ができてい

く。この信頼関係がまずできることが大事で、

それをつくったうえで運営に参画してもらう。

こういう仕組みをつくっていくことが大事で

あり、そういう意味ではコミュニティ・スク

ールは可能性があると私は思っています。 

逆に言うと学校がお上に従わなければなら

ないという意識をなくしていくことが大事で、

「学校は地域の中の存在」ということです。

コミュニティ・スクールのことを日本語では

地域運営学校と言い直したりしていますが、
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地域の中で運営される学校であり、それは当

然のことながら住民自治というものを目指し

ていかなければならない。本当の意味での学

校の民主化、本当の意味での学校の住民自治

の反映というのは、そういう形で行えばいい

と思います。 

学校は誰のものか。教職員が運営するのが

学校の自治だという考えがありますが、私は

そう思いません。学校の教職員も当事者であ

り、自治に加わることは必要だと思います。

しかし、教職員だけのものではない。やはり

地域の中で学校というものは育んでいかなけ

ればならない。学校は地域のものだというべ

きだと思う。 

そう考えると私は国土地理院にも「地図記

号を変えろ」と言いたい。学校の地図記号は

「文」ですが、これは明治 30 年代につくら

れた記号です。当時は学校というのは文部省

の出先機関であると考えられていたから「文」

としたのです。 

郵便局は「〒」というマークですが、あれ

はカタカナのテという字を元にしているわけ

です。なんでカタカナのテという字が郵便局

のマークになったのかと言えば、これは逓信

省という郵便をつかさどる役所があって、そ

の出先機関が郵便局であったからです。だか

ら逓信省のテという字で郵便局を表している

わけです。「文」とか「〒」とかいうのは日本

でしかない一字記号です。 

本当は日本国憲法ができ、教育基本法がで

きたときに文部省の派出所ではないのですか

ら地図記号は変えるべきでした。やっとコミ

ュニティ・スクールという考え方が出てきて、

学校は地域のものなんだということをもう一

度再認識をする。 

地方公共団体の行っている仕事には、大き

く分けて二通りあります。一つは自治事務で

す。これは本来地域の仕事である。もう一つ

は法定受託事務で、これは本来国の事務なん

だけども、それが地域に委任されて、国から

頼まれているからやっている仕事です。国か

ら頼まれてやっている仕事と、固有の地域の

仕事だというものと二通りあって、学校は自

治事務です。 

文部科学省がいろいろ管理していますが、

これは法律で文部科学省が「これこれをやっ

てもいいです」「これこれやりなさい」と言わ

れた範囲においてだけ管理しているだけであ

って、それ以上に口を出したらこれは憲法違

反です。 

名古屋の中学校に口を出したケースがあり

ました。ある中学校が元文部官僚の私を呼ん

だんです。それに対して口を出したのですが、

個別の学校の個別の授業に対して文部科学省

が口を出す権限はない。これは憲法違反です。

これは政治による教育に対する介入という意

味合いもありますが、国による地方自治に対

する介入という意味合いもあったのです。 

住民自治というものを実現する上で私はコ

ミュニティ・スクールというのは非常にいい

制度になるのではないかと思っています。 

その際には、地域の課題を学習課題として

採り入れていくということは非常に大事にな

ってくる。地域の課題を学習課題にするとい

うのは、主権者教育に他ならないわけです。

小学生も地域住民です。地域住民である小学

生が地域の問題を自分のこととして考えるの

は当然のことです。 

この地域住民である小学生が地域の課題を

勉強し、それをどう解決したらいいかという

ことを自分たちで考える。これは総合的な学

習の時間の中で是非取り組んでいくことだと
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私は思います。地域課題を学習課題とすると

いうのは、このコミュニティ・スクールのあ

り方として非常に望ましいやり方だと思う。 

それは逆に言えば、学校で学ぶことを社会

に開いていくということでもある。「学校知」

と「社会知」という言葉がありますが、学校

だけしか通用しない知識というのがあったり

して、学校の外に持っておくとあまり意味が

ない。これは学校にいる子どもたちは、いず

れ学校を出て社会に出て行くわけですから、

学校で学ぶことと社会で必要とされる知識は

つながっていなければいけない。そういう意

味で学校知に閉じこもらない学校教育という

ものを実践することが大事ではないかと思っ

ています。 

  

学校図書館、公共図書館がどのような

役割をはたすことができるか 

 学校図書館、公共図書館の役割は、まさに

生涯学習のために不可欠の場である、という

のが結論です。図書館というのは、古代から

あるわけで、人類の積み重ねてきた知識とい

うものはみんな文字に書かれていたわけです。

日本で言えば、昔はお寺が図書館になってい

た。文字に書かれた知識の集大成みたいなも

のが、日本の場合、お経という形をとってい

たわけです。 

 お寺には儒教、道教もあったし、中国から

来たのはみんなお寺にあったわけです。もっ

と西の世界に目を向ければ、古代アレキサン

ドリア図書館なんていうのがあったわけです。 

 人類にとって文化、学術、学問というもの

は、文字を通じて継承され、蓄積されていく

わけです。人類にとって文字のもつ力は非常

に大きいわけです。文字のない言葉もありま

すが、文字のない言葉というのはなかなか蓄

積がきかない。それを蓄積していけるように

なったのは文字ができてからです。しかもそ

れを記していくことによって、集大成とする

ことができる。 

 今、日本では活字離れ、読書離れなどとい

うことが言われていますが、非常に危ないこ

とだと思います。やはり人類の知恵や文化な

どというものは活字によって蓄積されている

わけです。活字を読み取ることよって、それ

を継承していくことができる。だから私はど

んなにいろんなメディアが発達しても、活字

から離れるわけにはいかないと思う。そうい

う意味で読書の習慣をつけるということはも

のすごく大事なことだと思っています。 

 私は学習指導要領で国語や算数という教科

の時間を増やすよりも、もっと読書の時間を

増やしたほうがいいと思います。英語はアメ

リカ英語、イギリス英語、オーストリア英語、

インド英語、日本英語等がありますが、私は

２年間イギリスに留学していたことがありま

す。イギリスの大学、とくにオックスブリッ

ジと言われているような古い大学で Read と

いう動詞は、学ぶというスタディ（study）

という意味で使われるわけです。「I am 

reading economics」と言えば「私は経済学を

勉強しています」という意味になるわけです。

Readという言葉は、「読むということは学ぶ

こと」である。そういう意味では、私は「読

む」ことを、もっともっと重視しなければい

けないと思っています。 

 図書館というのは、基本的に自主的に学ぶ

わけです。そこがフォーマルな学校教育と違

うところです。教育には、フォーマル・エデ

ィケーションとノンフォーマル・エディケー

ション、そしてインフォーマル・エディケー

ションと分ける考え方がある。 

22



月刊自治労連デジタルＨＰ 

2019年 4月 27日 

 

 学校教育はフォーマル・エディケーション

です。時間割があって、教科ごとにカリキュ

ラムがあって、そのカリキュラムに則ってや

っていくという組織化されて体系化されてや

っていく教育です。社会教育はノンフォーマ

ル・エディケーションで、学校教育のような

組織化はされていないが、意図的な学びとし

て行われる。ノンフォーマル・エディケーシ

ョンは学習者の自覚というものが大事です。 

 本当はフォーマル・エディケーションにお

いても、学習者の自覚が大事です。そして学

習会に対しては指導するのではなく、それを

サポートすることが大事です。しかし、それ

を一定の方向づけるようなことはしない。そ

ういう意味で「サポートバットノーコントロ

ール（Support but no control）」という

のは社会教育全体を通じての原則だと私は思

う。これは行政と現場との関係もサポートバ

ットノーコントロールという形です。 

 もう１つ、インフォーマル・エディケーシ

ョンがあります。インフォーマル・エディケ

ーションというのは、意図しない形で学ぶ。

偶発的に学ぶ。それは偶発的な学びを意図的

につくるということがキーワードです。 

これも私のイギリスでの経験ですが、ケン

ブリッジ大学では教師と学生が一緒に食事を

するという機会を年に何回か設けなければい

けないわけです。なぜ食事をすることを義務

付けられているかと言えば、食事を通してま

わりの人といろいろな会話するわけで、それ

がインフォーマルな学びになっている。そこ

で親しくなった人と町で出会ったときに話を

する。そういうふうにインフォーマルなつな

がり、出会いということが学びにつながると

いうことですね。インフォーマルな学びを意

図的につくっていく、そういうつくりかたも

あるわけです。 

図書館もそういうインフォーマルな学び、

インフォーマル・エディケーションの場とし

ての意義というのが非常に強くあるのです。

図書館を通じて人々が接触し、交流し、その

接触や交流を通してお互いに学んでいくとい

うような意味です。交流の場としてインフォ

ーマルな学び場であるということです。 

そして、生涯学習にとって図書館は大事だ

という話ですが、生涯学習という言葉が日本

の国で広く使われるようになったのは、1980

年代からです。1980年代に何があったかと言

えば、中曽根康弘内閣という、ある意味超反

動的内閣が誕生した、この中曽根さんという

人はもともと自主憲法制定ということを言い、

個人よりも国家が大事だということを言って

いる人です。 

この方は憲法改正の前に、教育基本法の改

正が必要だと考えて、そのための議論の場と

して、臨時教育審議会という審議会をつくっ

た。ところがこの臨時教育審議会というのは

国民が見ている前で、侃々諤々非常にオープ

ンに議論をした。中曽根さんは、個人よりも

国家が大事だという国家に奉仕する人間、自

分を犠牲することをいとわないという人間を、

滅私奉公の人間、日本民族の自覚を強烈に持

っている人間、そういう人間を育てたいとい

う考え方でしたが、臨教審の議論はそっちへ

いかなかった。 

臨時教育審議会は教育改革の理念として何

を打ち出したかと言えば、まず個性重視の原

則ということを言った。その個性重視の原則

をさらに具体的にどう説明したかと言えば、

まず個人の尊厳だと言った。 

個人の尊厳、個性の尊重、自由、自立、そ

して自己責任の原則といったわけです。この
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最後の自己責任の原則というところに新自由

主義的な感がありますが、一番根っ子は個人

の尊厳といったわけです。これは日本国憲法

で一番大事にしている理念です。それを再確

認したのです。 

ですから国家ではなく、まず一人ひとり人

間が大事であるというところからスタートを

した。臨時教育審議会の答申はある意味、憲

法や教育基本法が大事にしている考え方を再

確認したということです。そのうえで新しい

考え方として生涯学習を付け加えた。 

２番目の視点は、生涯学習体系へ移行とい

うことを言ったわけです。つまり、学校中心

の体系ではない。学歴だけがものをいうとい

うのがおかしい。どれだけの学習をしたかと

いうことが大事なんだ。 

そして、学校の外にも学ぶ機会がたくさん

あるし、学校出てからも学ぶべき機会がある。

当時はまだ人生 80 年時代と言っていました

が、今は人生 100年時代です。学校出てから

も人間というのは学ぶことによってより豊か

に、より幸せになれる。要するに社会のため

に、国家のために学ぶのではなくて、自分が

豊かに幸せに暮らしていくために学ぶという

ことが大事です。これは民主的社会をうまく

機能させていくためにも学ぶことはものすご

く大事です。住みやすい民主的社会をつくっ

ていくためには、主権者・有権者は学ばない

とうまくいきません。学ばない人は騙されま

す。学ぶことはまっとうな主権者になるため

にも大事です。 

そういう意味で生涯にわたって学ぶという

ことは、人びとが自らが幸せになるために大

事なことなんだということです。それを生涯

学習体系の移行という形で、全体のしくみを

変えていくんだということを言ったわけです。

生涯教育ではなく生涯学習と言ったことは大

事な視点です。学習者の主体性を大事にする

ことを打ち出したわけです。教育という言葉

はどこまでいっても教育で、上から目線です。

教師が生徒を教育する、親が子どもを教育す

るというときには、そのときには子どもたち

は教育の客体、目的でしかない。客体という

のは権利を否定されてしまうのです。子ども

たちは学校では無権利者のように育てられて

いく。 

日本の学校は今でも戦前の権力性みたいな

体質をもっています。比較的その権力性から

自由な学校職員というのは、学校司書、養護

教諭、用務員さんなどで、子どもたちの評価

をしないということから権力構造の中から外

れている。評価というのはそこでもう権力関

係が生じということで、評価しない人という

のは権力から外れたところにいる。 

私はこの権力関係の中で苦しんでいる子ど

もたちの逃げ場として、保健室登校というの

があります。保健室登校もいいですけど、も

っとお勧めしたいのは学校図書館です。学校

図書館も人がいなければ使ってもらえないわ

けで、そういう意味で常駐している学校司書

がいることは非常に大事だと思う。私は保健

室登校もいいけども、学校図書館登校という

のを不登校対策の１つの方法としてぜひ勧め

たい。 
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臨教審が「個性重視の原則」、生涯学習者と

して主体的に学ぶ「生涯学習体系への移行」、

３つめに「変化への対応」を打ち出した。こ

れは情報化・国際化という大きな変化が来る

ことを 30 年前に言われていて、それは実際

に来ています。国際化というよりグローバル

化、情報化というより AI 化というところに

来ているわけです。それ以外にもテロ対策、

感染病対策等々といろいろと国境を越えて取

り組まなければならない問題が生じています。

そして、日本の国もついに政策なき移民政策

がとるということになったわけです。まるで

政策を考えてないのですけど、しかし、外国

人労働者は受け入れいく。日本の国内でどん

どんとグローバル化していく。さまざまな外

国の技能をもつ人を確保するとなったわけで

す。そういう変化の対応をしていかなければ

ならない。 

この「変化への対応」というのも主体的に

していかなければならない。何か権力者にお

任せをしていいというものではない。われわ

れが自ら学びながら対応していくということ

が大事になってくる。そういう意味で生涯を

通じて学んでいくということが大事です。 

この臨時教育審議会の答申の３つの教育改

革の視点というのは、非常に大事なことだと

思います。臨教審に対しては批判もございま

す。新自由主義的な政策がここから始まって

いるという見方もあります。それは一面正し

い側面もありますが、しかし、私はそれより

も憲法、教育基本法が大事にしている個人の

尊厳、学習者の主体性、そういったものを再

確認したということは非常に大事なものだと

思っています。私自身はこの当時、文部科学

省で課長補佐でしたが、臨時教育審議会の答

申を受けて、この考え方で仕事をしていけば

大丈夫だというふうに非常に心強く思いまし

た。 

個々の提言を見ると「なんで？」というも

のもあります。一番現場に不評であったのは

初任者研修です。あれも臨時教育審議会の答

申でした。文部科学省では初任者研修の一環

として農場研修というのをやっていたのです

が、あれはもうナンセンスの極みでした。 

それまでの学校役割というのは、一生食っ

ていけるだけの知識を詰め込むというのが学

校の役割だった。しかし、生涯学習体系とい

うのは、学校というのは知識を詰め込むとこ

ろではなく、学ぶ力をつける。これが新しい

学力観といわれたものであります。そういう

学ぶ力としての学力というのは、ペーパーテ

ストで測りきれないのです。自ら学び、自ら

考える力を付けていくことが大事で、学校教

育の目的が転換した。 

その線でずっときて、その間にゆとり教育

等が言われ、今はアクティブラーニングとい

う言葉がはやりになっていますが、こういう

言葉に惑わされてはいけない。基本的には子

どもたちが主体的な学習者として自ら学ぶ力

をつけるかどうかで、そこに焦点をおくこと

が大事だということは、中教審の答申として

は一貫しています。確かに文部科学省はウロ

ウロとしていますし、授業時数を削減したり、

増やしたりしています。今の時間数を増やし

過ぎですし、学習内容を細かく書きすぎてい

る。さらに指導方法にまで細かく書き込んで

いる。2011年の「ここから裁判」と呼ばれた

七生養護学校事件の東京高裁判決は非常に大

事なことを言っていたのです。「学習指導要領

は一言一句守られなければならないものでは

ない」と言ったのです。今の学習指導要領を

読んだら、細かく書いてある。私も責任上、
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読んだことがありますが、とても読み切れる

ものではない。いったい何を書いてあるのか

わからないことをたくさん書いてあります。

あれはつくった課長が非常に理屈っぽく、学

習指導要領も理屈っぽくなっています。 

学校図書館は生涯学習の一番根本になる自

ら学ぶ力を培う場所で非常に大事です。草の

根からの教育改革で一時、非常に有名になっ

た町が福島県の三春町です。ここは学校の統

廃合の一環として学校に施設をつくる際に、

施設を新しくするだけではなくて、学校のあ

り方自体を住民参加で考え直すという取り組

みをしたのです。これは非常に先駆的な取り

組みだったと私は思います。 

どういう学校づくりをしたかと言えば、子

どもたちの自主性を培うことを一番大事なこ

ととした。そのためにはチャイムを鳴らさな

いけれども時計をつけておく。そして理科、

数学、英語という教室をつくり、生徒の方が

動き、理科の授業あれば理科の教室に行く。

英語の授業だから英語の教室にいく。これは

教科センター方式と言われています。子ども

たちが受動的に何年何組の自分の席に座って

いると先生の方が来てくれて、終わったら帰

っていくのではなくて、自分の方から先生の

方へ行くという、能動性がそこにあるわけで

す。 

このときにつくられた中学校は、玄関を入

って一番中心のところに学校図書館を置いた。

つまり学校図書館こそが、子どもたちが自ら

学ぶために一番大事な場所という考え方です。

その周りに教科の教室が置かれている。こう

いう太陽の周りに惑星があるわけです。図書

館が太陽で、各教科の教室が惑星であるとい

う、そういうつくりかたをしたんです。これ

は子どもたちが自主性をもって自ら学ぶとい

うことを中心に考えると、そういうつくりが

一番いいんだ、ということになったわけです。 

例えば大学入試でも、そういう学び方が評

価されるような入試に変えていく必要がある。

これはアクティブランニングの観点に基づく

大学の入試ということで、大学のほうで課題

になっている。 

例えばお茶の水女子大というところは、新

フンボルト入試というのをやっています。こ

の新フンボルト入試というのは、理科系の生

徒たちに対しては、実験をさせて、実験のレ

ポートを書かせるというやり方で、実験室に

閉じ込めてしまう。文科系の学生は、図書館

に閉じ込めて、その図書館でどんな本を使っ

てもいいから自分で好きな本を持ってきて、

それを参考にしてレポートを書かせる。その

前段にプレゼミナールという授業をみんなに

受けてもらって、そのうえで試験をやるので

す。これを全部やるのに 5日間かけた丁寧な

入学試験をやっていて、そのときに大学図書

館を使っているわけです。 

図書館で学ぶという学び方をしてきた人た

ちは、その大学図書館を使って自分がそこで

学んだ成果を何時間かの間に出す力を見よう

というわけです。つまり「自ら学ぶ力」を判

定する仕方があり、図書館を使った入試です。

時間と手間がかかるというところに問題があ

りますけども、私は非常にすぐれた入学方法

だと思います。 

公立図書館について言えば、生涯を通じて

学ぶために、しかも経済的な地位の如何にか

かわらず学ぶことができる。そういう人類の

知識の宝庫にアクセスできる場所として、公

共図書館というのは非常に大事です。これは

成人の学ぶ権利保障するための最低限の条件

だと思う。 
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学ぶ権利というのは、私は知る権利ととも

に民主主義のもっとも基礎的なものだと思う。

この人権が保障されないと民主主義は成り立

たないと思う。 

私は福島の自主夜間中学で新聞を使って勉

強をしているのです。新聞の一面の記事をち

ゃんと読むというのは非常に大事なことです。

あるとき新聞の一面の右側に「日銀の金利政

策について」、左側には「プルトニウム政策に

ついて」の記事（核燃料サイクルで生まれて

くるプルトニウムの問題）があり、日銀の金

利政策も核燃料サイクルで生まれてくるプル

トニウムの問題も、いずれも安倍総理の政治

が行き詰まっているということがわかる記事

ですが、これを読み取るためには相当な知識

が必要です。私だって金融政策や原子力政策

などに携わっているわけではありませんから

苦労します。 

しかし、それを読み取ることができなけれ

ば、賢明な有権者にはなれないわけです。私

はそういう意味で学ぶということは、民主主

義が機能する非常に大事なことです。 

今の政府は隠そう、隠そうとしていますか

ら、この知る権利を実現することは大事なん

ですが、知ったうえでそれが一体どういう意

味をもつのかを判断するためには学ぶ権利を

保障されていないとわからない。 

知る権利と学ぶ権利は参政権、国民主権の

基礎をなすものです。そういう意味でも私は

図書館というのは、民主主義社会の基本とな

る施設である、という考えをもっています。 

 

文科省の組織再編をどう見るか 

 はっきりと言ってこれは生涯学習とか、社

会教育に対する軽視です。私は文部科学省の

社会教育課の生涯学習政策は非常に大事な理

念でありますが、それを外して、総合政策部

といってなんかよくわからない名前にしてし

まった。生涯学習という理念で教育全体を見

ていくとしたのが生涯学習施策だった。この

生涯学習の理念というのが後退しているので

はないか、という思いをもたざるを得ない。

社会教育課という課がなくなったということ

で、社会教育というものがこれまでもってい

た歴史の重みが軽視されており、この組織再

編は問題だと思っています。 

もっと問題があると思っているのは、文部

科学省の人事です。去年の 10 月に事務次官

が交代しました。それから局長もかなり大幅

に交代したのですが、この人事は完全に官邸

の主導のもとで行われています。当然、事務

次官になるだろうと思われていたナンバーツ

ーのポストにいた人物が次官になれなかった。

その後、退官しました。代わりに次官になっ

た人物はその下にいた官房長だった人物です

が、二階級特進で次官になったんですが、こ

の人物は官邸の言うことはなんでも聞くとい

う人です。 

 要するに最初に申し上げた官邸主導人事が

文部科学省にも置かれてしまって、安倍一強

体制のもとに完全に組み入れられてしまった。

官邸の言うことはなんでも聞くというような

文部科学省になってしまい、文部科学省と政

治との距離が完全になくなってしまったとい

う感じがして、それが非常に危ない。 

これからどんどんと政治による教育への介

入がもっと進んでいくのではないかという心

配しています。とくに道徳教育や歴史教育の

場面で、戦前回帰、教育勅語の復活のような

ことがどんどんと進んでいくのではないかと

いう心配をしています。これは現場からはね

返していただくしかないです。ですから現場
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で是非ともはね返していただきたい。忖度を

しないということが大事なので、そこを是非

お願いしておきます。 
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